










障がい者が地域で安心して生活できるための重要な施策（主なもの）


■グループホーム等機能強化支援事業


障がい者が地域で、家族的雰囲気の中で互いに助け合って暮らす生活の場であるグループホーム・ケアホームの運営を支援


■障がい者福祉作業所運営助成事業、小規模通所授産施設運営等助成事業


　　自立と社会参加を目指して在宅の障がい者が行う日中活動の場である福祉作業所及び小規模通所授産施設の運営を支援


■地域生活支援事業市町村推進事業


　　社会生活を営む上で不可欠なガイドヘルパーによる移動支援等に係る低所得者の利用者負担を軽減


■重度障がい者等住宅改造助成事業


　　自宅で安全に安心して生活を営めるようトイレや浴槽のバリアフリー化などの住宅改造に対し低所得者に助成











障がい者の生活を支える施策








○　「人が人間（ひと）として普通に暮らせる自立支援社会づくり」という理念のもとに、計画的に障がい者施策を推進。





○　地域生活への移行（地域移行）と就労支援が重要な柱。











府の障がい者施策の基本方向








○　生活に直結した支援策は、見直しすれば障がい者やその家族の暮らしへの影響が大きい。





○　障がいの種別や程度に応じてニーズが異なるため、きめ細かな施策が必要。





○　厳しい就労状況の中、十分な収入はなくその生活実態を踏まえての支援が必要。








障がい者施策の特性





障がい者数（障がい者手帳の交付状況）　平成19年3月末現在





○身体障がい者：３４１，１６３人


○知的障がい者：　５０，７１８人　　


○精神障がい者：　３５，７１６人





障がいのある府民の生活を支える支援策は、是非継続を。





約４２．８万人の障がい者が府内で生活


（府民の約20人に１人の割合）





障がい者が属する世帯の収入状況の分布


（平成19年度実施「大阪府障がい者生活ニーズ実態調査」速報値）





○身体障がい者：


「200万円以上300万円未満」の世帯が最も多い（22％）。


「100万円以上200万円未満」の世帯が次に多い（16％）。


○知的障がい者：


「200万円以上300万円未満」の世帯が最も多い（21％）。


「100万円以上200万円未満」の世帯が次に多い（18％）。


○精神障がい者：


「100万円以上200万円未満」の世帯が最も多い（21％）。


　「200万円以上300万円未満」の世帯が次に多い（20％）。





※障がい者本人以外の他の世帯構成員の収入も含む。








